
　　　２　給与費は当初予算に計上された額である。

計　　Ｂ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

５２４,２９８

千円 千円人 千円

１６年度

１７年度
１３１

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

(3) 特記事項

区 分

期末・勤勉手当

２０７,７０９ ７７６,３３４

１６年度の人件費率

％

１８.３２０.７

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

給　　　　　　　与　　　　　　　費 一人当たり給与費

Ｂ／Ａ

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。

給　 料 職員手当

職員数

Ａ

区 分 歳出額　

Ａ

住民基本台帳人口

(１６年度末)

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

１　総括

（参考）

１,２００,３００１２,６８２

Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％人

千円

４４,３２７

千円

大鰐町の給与・定員管理等について

人件費率

　　　　　　単純平均したものである。

５,９２６

１１９,４２２

人件費

Ｂ

実質収支

５,８０７,２８８

(H12)
90.3

(H12)
95.6

(H12)
96.2

(H17)
84.9

(H17)
93.8

(H17)
93.7

80

85

90

95

100

大鰐町 類似団体平均 全国町村平均
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歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　　③看護保健職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

　　　　　　区　　分

国

類似団体

　　　　　　区　　分

大　鰐　町

　　　　②技能労務職

大　鰐　町

国

類似団体

２７１,９００

高　校　卒

看護保健職

一般行政職

技能労務職

　　　　ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

初任給

３１６,１２３

３１６,３５０

３２５,００９

２８５,００８

２８４,４３７

３２６,１３４

４６.９

国

類似団体

４５.６

３３０,５００２７２,０００

３５.２ ２７１,３０３

３７.５ ２９５,００７

１４８,５００

２０８,２００

１３８,８００

平 均 年 齢

１３８,８００

　　　　ある。                       

(2) 職員の初任給の状況（１７年４月１日現在）

３６３,０８０

３４４,６８６

３３５,５８８

３８２,０９２

４２.８

４０.３

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１７年４月１日現在）

３２９,７２８

大　鰐　町

　　　　①一般行政職

４８.１

３４５,４４６

３２４,１４２

平 均 年 齢 平均給料月額

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

平均給与月額

３７６,０８０

平均給与月額

３２０,９７１

　　　　　　区　　分

３３９,８４７

平 均 年 齢 平均給料月額

５５.６ ２９８,２２８

１３６,０００

２８０,６８３

３０１,３３８

２９６,２５３

平均給与月額

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤

平均給料月額

２８０,６８３

３５２,８４６

１８４,４００

１４８,５００

大　学　卒

１４５,５００

１７０,７００ １７０,７００１８４,４００

高　校　卒 １３６,０００ １４５,５００

一般行政職

技能労務職 高　校　卒

看護保健職

－－

３４４,６５０

３３８,５００

経験年数 １ ０年

高　校　卒 １９６,７００

－

２９５,３００

－大　学　卒

２３１,７００

１９６,６００

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在）

経 験 年 数 ２ ０ 年区　　　         分

大　学　卒

大　学　卒 １９６,６００ ２０８,２００

経 験 年 数 １ ５ 年

区　　　分
初任給

４２.１

　　　　務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのも

国大　　鰐　　町

　　　　であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ

２年後の給料２年後の給料
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

  

　

人

人

％

人

人

％

４０.９

１４.２

１６

１４

１２.６

７.１

７.９

４.７

１１.０

１.６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

課 長

課 長

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

８級

職員数

６級

９

５２

１８

７級

３級

５級

主 事

主 査

６

課 長 補 佐

0

（注）１　大鰐町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　　　　　　職 員 数

主 幹

２

　　　　　　　　

１級

４級

１０

係 長

２級

主 事

区　　分

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在）

標準的な職務内容 構成比

 (2) 昇給期間短縮の状況

全　職　種

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

区　　　　　　　　　　　　分

17年度

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

16年度

0

１級 6.4%１級 7.1%１級 7.9%
２級 5.7%２級 4.7%２級 4.7%

３級 2.9%３級 6.3%３級 7.1%

４級 47.9%４級 41.7%４級 40.9%

５級 16.4%
５級 16.5%５級 14.2%

６級 10.0%６級 11.8%６級 12.6%

７級 7.1%７級 9.5%７級 11.0%

８級 3.6%
８級 2.4%８級 9.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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千円　

　　　　　 　　　　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

）

千円

千円

％ 人 ％

４　職員の手当の状況

感染症防疫作業手当
右記の業務に従事
した職員

３５

５,２５０

千円

左記職員に対する支給単価

1日につき　500円

1体につき　300円

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円

（　　　）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（　　　）

勤勉手当

千円４,４２１

３７

１.４

期末手当

１.４

　・役職加算（５～１５％） 　・役職加算（５～２０％）　・管理職加算（１０～２５％）

勧奨・定年

３.０

勤勉手当

１,５２５

３.０

大　　　　鰐　　　　町 国

支給実績（１６年度決算）

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

（　　　） （　　　）

(3) 調整手当（１７年４月１日現在）
0

％

千円

円

火葬作業手当

主な支給対象業務主な支給対象職員

４６,８００

０.７職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度）

手当の名称

支給対象職員数

（支給率） 自己都合

最高限度額

勤続２０年

59.28

1号

33.75勤続２５年

勤続３５年

勧奨・定年

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

支給対象地域

１

４７

千円

感染症が発生し、又は発生の恐れ
がある場合の感染者等の救護等の
処理作業

支給実績（１５年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

最高限度額

（退職時特別昇給

（１７年度支給割合）

千円

期末手当

大　　　　　鰐　　　　　町

59.28

（支給率）

勤続２０年 21.00

（１７年度支給割合）

42.12

27.30

勤続２５年

51.48

自己都合

21.00

国の制度（支給率）

１人当たり平均支給額　 千円 22,789

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支給実績（１６年度決算）

支給率

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（2～20％加算）

勤続３５年41.25

（加算措置の状況）

59.28 59.28

33.75

手当の種類（手当数）

定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額（１６年度） －

国

41.25 51.48

27.30

42.12

　　　ある。

その他の加算措置 その他の加算措置

375

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額で

(4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当
支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

右記の業務に従事
した職員

火葬作業
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千円 円

円

円

円

円

円

円

月分 ％

月分 ％

任　　期　　毎

円

円

円

円

２０９,０００

１９０,０００

３６６,０００

５４０,０００

８８３,０００

６７９,０００ 円／

任　　期　　毎

　　　　（支給時期）

任　　期　　毎

　　（算定方式）

給料月額　×　在職年数　×　５．５０

円

円

円／ ６３７,５００

５７３,３００

２６９,８００

２７７,０００

３１４,０００

国の制度と
異なる内容

４１２,０００ ６２１,０００

２００,０００

（参考）類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

国の制度
との異同

異なる
平成17年度
特例減額
(▲2%)

加算措置

円／

２３０,０００ 円／

円／

給
料

－

５４４,０００

４３５,２００

管理職手当

町 長

助 役

収 入 役 円／

区 分

２０

２０６月期 １.６０ １.７０ 加算措置

１.６０

（１７年度支給割合）

退
職
手
当

報
酬

町 長

町 長

助 役

収 入 役

議 長

議 長

副 議 長

議 員

副 議 長

議 員

１２月期月分６月期

１２月期

（１７年度支給割合）

１.７０

※各期毎に、支給額▲２０％

(6) その他の手当（１７年４月１日現在）

手　当　名

５　特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在）

期
末
手
当

収 入 役

２０６,０００

助 役 月分

給料月額　×　在職年数　×　３．２０

給料月額　×　在職年数　×　２．９０

寒冷地手当

2,000円～
24,500円

実支給率
 2％～5％

通勤手当

管理又は監督の地位にある支給
対象職について、給料月額の
100分の25を超えない範囲内で
その職務の特殊性に応じて支給

町内その他寒冷の地域に在勤する職員に対
し、11月～3月までの各月の初日における世
帯等の区分に応じて支給

住居手当

6,000円

扶養手当

13,500円

最高
　27,000円

5,000円加算

配
偶
者
以
外

11,000円

6,000円

5,000円

同じ －

同じ －
借家
(借間)

同じ

購入又は新
築後5年間

異なる

－

２２０,４００

９１,６００

支給職員１人当たり

平均支給年額

（１６年度決算）

２４６,７００

６５,０００

６９,０００

２０,２３３

４,７４７

４,４８６

－

自宅 3,000円

最高
　55,000円

支給実績
（１６年度決算）

３,９６９

１３,６４４

配偶者

配偶者が扶養親族であ
る場合

3人目以上　1人につき

16歳～22歳の子　1人につき

住居を借受け、月額
12,000円を超える家賃を
支払っている職員

自宅に居住する世帯主
である職員

交通機関等（電車、バス）
運賃に応じて支給

交通用具（自動車等）
片道2㎞以上
距離に応じて支給

内容及び支給単価

配偶者が扶養親族でな
い場合

配偶者無

2人目

1
人
目

6,500円
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　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

人

23歳 27歳 31歳

人

215

以上

人 人 人

１

３

１１

△ ４

２１

１１１

２１５ △ ８

[ ２６２ ]

５

１０

６８

１ 事務の増加

施設の増加

定年退職等

８３ △ ２

７２

△ ５

△ １

２２

２２

１１６

２１

△ １ 定年退職

職 員 数

事務事業の見直し、課の統廃合

１２

異動

３４

１１ △ １

２７

平成１７年

△ １

９

主 な 増 減 理 由
平成１６年

対前年
増減数

２２３

４

９

議　　会

８５

１２

１２

商　　工

９

４

～

合　　計

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

20歳 20歳 24歳 28歳

[ ２６２ ]

52歳

～ ～

(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在）

計

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

59歳39歳

40

55歳43歳 47歳 51歳

人 人 人

3 14 1913
職員数

170

人 人 人 人 人

34 43 1113 8

～

１１

４

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

土　　木

小　計

小　計

（各年４月１日現在）

３７

　　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

総務企画

２８

税　　務

６　職員数の状況

３

△ ３

保育士の定年退職等

公営企業等
会計部門

特別行政部門

一般行政部門

大鰐病院

下 水 道

そ の 他

小　計

教　　育

農林水産

民　　生

衛　　生

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%
（例）
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△5 （ 55.6 ％ ）

△1 （ 14.3 ％ ）

（注）１　計画期間は、１７年～２１年の５年間である。

△1

204

△8 （ 42.1 ％ ）

△10

2

82

△2 （ 66.7 ％ ）

2

△4

18年 21年

5年目

19年

107

17年 20年 17年～21年

計

△5

（参考）

数値目標

・保育士　　　…　少子高齢化による保育すべき児童数減少に伴う
　　　　　　　　　施設、人員見直し　[16人⇒13人]
・一般行政職　…　人材育成の計画、業務効率化の推進　[122人⇒113人]
・技能労務職　…　運転業務の委託推進、施設管理業務の委託、
　　　　　　　　　業務見直し　[16人⇒11人]

（各年４月１日現在）③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

4年目

△5

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

数値目標

15

特別行政

減 員

（参考）

3年目

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

111

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

一般行政

平成17年4月1日 平成22年3月31日

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

始　期 終　期

計画期間

職員数 22 21

計画前年 1年目

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

16年 17年

△1

差 引

減 員

増 員

差 引

職員数

（各年４月１日現在）

4年目 5年目 計 数値目標

20年 21年 17年～21年 （参考）

116

19人減（8.5%）

増 員

19年18年

3年目

1年目 2年目

△1

2年目

△5

16年

計画前年

2

差 引

2

公営企業
等  会  計

減 員 △4

増 員

△2

計

減 員 △10

差 引 △8

増 員

職員数 85 83

職員数 223 215
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